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○函館市水道事業給水条例施行規程 

昭和38年３月15日 

水道局規程第４号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 給水装置の構造および材質（第３条～第13条） 

第３章 給水装置の工事および費用（第14条～第19条） 

第４章 削除 

第５章 給水（第36条～第47条） 

第６章 料金（第47条の２～第51条） 

第７章 貯水槽水道（第52条） 

第８章 雑則（第53条・第54条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は，函館市水道事業給水条例（昭和34年３月12日函館市条例第３号。以

下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

第２条 削除 

第２章 給水装置の構造および材質 

（給水装置の構造および附属用具） 

第３条 給水装置は，給水管並びにこれに直結する分水栓，止水栓，給水栓，水道メーター

およびその他の給水用具で構成し，きよう類およびその他の附属用具を備えなければなら

ない。 

（受水槽の設置） 

第４条 次の各号に該当するものは，受水槽を設置しなければならない。 

(1) 地上４階以上の建造物に給水装置を設置する者（管理者が認める者を除く。） 

(2) 一時に多量の水を必要とする者 

(3) その他管理者が必要と認める者 

（給水装置の能力等） 

第５条 給水装置の能力は，水栓の用途別使用水量に同時使用率を考慮した水栓数を乗じて

算出した所要水量または管理者が別に定める方法で算出した所要水量を確保できるもの
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でなければならない。 

２ 水道メーター以下の給水管の口径は，水道メーターの口径と同じ口径またはそれ以下の

口径でなければならない。ただし，管理者が認めるものは，この限りではない。 

第６条 削除 

（給水装置の構造および材質の基準） 

第７条 給水装置の構造および材質は，水道法施行令（昭和32年政令第336号）第６条に規

定する基準によるものとする。 

第８条 削除 

（埋設深さ） 

第９条 給水管の埋設深さは，地盤荷重，衝撃および凍結を考慮し，公道または公道に準ず

る私道にあつては1.1メートル以上とし，その他にあつては80センチメートル以上としな

ければならない。ただし，管理者が必要と認めるものは，この限りでない。 

第10条 削除 

（水道メーターの設置） 

第11条 水道メーターは，各世帯（寮，アパート等において各世帯ごとに給水装置がつい

ているものを含む。）ごとの給水装置に設置する。 

２ 水道メーターは，屋外で点検しやすく，乾燥し，かつ，損傷または汚水浸入のおそれの

ない場所に設置する。ただし，屋外に適当な場所のないときは，屋内に設置することがで

きる。 

３ 水道メーターは，給水せんより低い位置に，かつ，水平に設置する。 

４ 前３項の水道メーターの位置は，管理者が定める。 

第12条および第13条 削除 

第３章 給水装置の工事および費用 

（給水装置工事の申込みおよび承認） 

第14条 条例第６条の規定により給水装置の新設，改造または撤去の工事の申込みをしよ

うとする者は，第１号様式による申込書を管理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は，前項の申込みを承認したときは，第１号様式の２の通知書により当該申込み

をした者に通知するものとする。 

３ 条例第６条の規定による給水装置の修繕に係る工事の申込みおよび承認については，管

理者が別に定める。 

（指定の申請） 
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第14条の２ 水道法（昭和32年法律第177号。以下「法」という。）第16条の２第１項の

指定を受けようとする者は，法第25条の２第２項および法第25条の３の２第４項の規定

により管理者に申請しなければならない。 

（指定書の交付等） 

第14条の３ 管理者は，前条の指定をしたときは，第１号様式の３の指定書を当該申請を

した者に交付するものとする。 

２ 前条の指定を受けた者（以下「指定事業者」という。）は，給水装置の工事の事業の廃

止を届け出たとき，または第14条の５の規定による指定の取消しを受けたときは，直ち

に前項の指定書を管理者に返納しなければならない。 

３ 指定事業者は，第１項の指定書を汚損し，または紛失したときは，管理者に再交付を申

請することができる。 

（指定の有効期間） 

第14条の４ 指定事業者の指定の有効期間は，新規に指定を受けた者については，指定の

日から起算して５年間とし，指定の更新を受けた者については，従前の指定の有効期間の

翌日から起算して５年間とする。 

（指定の取消しおよび停止） 

第14条の５ 管理者は，指定事業者が法第25条の11第１項各号のいずれかに該当するとき

は，同項の規定により法第16条の２第１項の指定を取り消すことができる。 

２ 前項の場合において，指定事業者に特別の事情があると認められるときは，管理者は，

指定の取消しに代えて，６月を超えない期間を定めて指定の効力を停止することができる。 

（公示） 

第14条の６ 管理者は，次の各号の一に該当するときは，遅滞なくその旨を公示するもの

とする。 

(1) 法第16条の２第１項の指定をしたとき。 

(2) 指定事業者から給水装置の工事の事業の廃止，休止または再開の届出があつたとき。 

(3) 指定事業者の指定を取消したとき。 

(4) 指定事業者の指定の効力を停止したとき。 

（設計審査および工事検査） 

第14条の７ 条例第８条第２項の設計審査を受けようとする者は，工事施行前に第１号様

式の申込書に次に掲げる書類を添付して管理者に申請しなければならない。 

(1) 設計図 
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(2) 設計材料書 

２ 条例第８条第２項の工事検査を受けようとする者は，第１号様式の４の申請書に次に掲

げる書類を添付して管理者に申請しなければならない。 

(1) しゆん工図 

(2) 使用材料書 

(3) 水圧試験記録表 

３ 管理者は，前項各号に掲げる書類のほか必要と認める書類の提出を求め，または同項各

号に掲げる書類の一部を省略させることができる。 

４ 管理者は，条例第８条第２項の工事検査を受けようとする者に対し，水道法施行規則（昭

和32年厚生省令第45号）第36条第１号の規定により指名された給水装置工事主任技術者

を当該工事検査に立ち会わせることを求めることができる。 

（修繕の報告） 

第14条の８ 指定事業者は，給水装置の修繕の工事を施行したときは，第１号様式の５の

報告書により管理者に報告しなければならない。 

（同意書等の提出） 

第15条 条例第８条第３項の管理者が必要と認めるときとは，給水装置の工事の申込者が，

次の各号の一に該当するときとする。 

(1) 給水装置を他人の土地または家屋内に設置しようとするとき。 

(2) 給水装置を他人の給水装置から支分引用して設置しようとするとき。 

(3) その他他人と利害関係を生ずるおそれがあるとき。 

２ 前項各号の一に該当する者は，第２号様式による同意書又はその他の書類を管理者に提

出しなければならない。 

（工事の保証） 

第16条 管理者が施行した給水装置の工事について，工事完了後２年以内にその給水装置

が当該工事の欠陥により破損したときは，市の負担において補修する。 

（費用の算出方法） 

第17条 条例第９条第３項の規定による費用の算出は，次の各号に掲げる方法による。 

(1) 材料費は，管理者が定める材料単価額に使用材料の数量を乗じて算出する。 

(2) 労力費は，管理者が定める一位代価に工量を乗じて算出する。 

(3) 経費および設計費は，材料費および労力費の合計額に管理者が定めるそれぞれの率

を乗じて算出する。 
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（工事費の前納の期限） 

第18条 条例第10条第１項に規定する指定の期限は，工事費の概算額の通知書を発した日

の翌日から起算して90日とする。 

（工事費の分納等） 

第19条 条例第11条の規定により工事費の概算額の分納の承認を受けようとする者は第３

号様式による願書を，当該分納の承認を受けた者は，第４号様式による月賦証書を管理者

に提出しなければならない。 

２ 分納による場合，条例第10条第２項に規定する清算は，その分納の第１回以降で行な

う。 

第４章 削除 

第20条から第35条まで 削除 

第５章 給水 

（給水の申込） 

第36条 条例第16条の規定により専用給水装置による水道の使用の申込みをしようとする

者は，第５号様式による申込書を管理者に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申込についての管理者の承認は，給水を開始したときにあつたものと

みなす。 

（自己所有水道メーターの検査） 

第37条 条例第20条第１項ただし書の規定による水道使用者等の所有する水道メーターは，

管理者の行なう検査を受けなければならない。 

（水道メーターの亡失等の届出） 

第38条 水道メーターを亡失又はき
、

損したときは，すみやかに第７号様式による届出書を

管理者に提出しなければならない。 

（代理人の選定の届出） 

第39条 条例第17条の規定により給水装置の所有者が代理人を選定したときは，すみやか

に管理者に届け出なければならない。 

（届出） 

第40条 条例第18条，第21条および前条の規定により届出をしようとする者は，次の各号

に定める様式による届出書を管理者に提出しなければならない。 

(1) 代理人を選定又は変更したとき。 第８号様式 

(2) 管理人を選定又は変更したとき。 第９号様式 
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(3) 水道の使用をやめるとき。 第10号様式 

(4) 用途を変更するとき。 第12号様式 

(5) 消防演習に私設消火栓を使用するとき。 第13号様式 

(6) 給水装置所有者に変更があつたとき。 第14号様式 

(7) 消防用として水道を使用したとき。 第15号様式 

２ 条例第21条に規定する中止している水道の使用を再開するときとは，休止期間が１月

以上で，かつ，同一使用者が使用を再開する場合をいう。 

（申込および届出方法の特例） 

第40条の２ 第36条第１項および前条第１項の規定にかかわらず，条例第16条の規定によ

る申込みならびに条例第21条第１項第１号から第３号までおよび同条第２項第１号の規

定による届出のうち，給水装置工事を伴わないものについては，次の各号に定める申込み

および届出方法によることができる。 

(1) 口頭 

(2) 電話 

(3) インターネット 

(4) ファクシミリ 

(5) 書面 

２ 前項の場合において，管理者は必要な事項について，書類等に記録するものとする。 

（給水装置所有者の所在不明等のときの変更届） 

第41条 前条第６号の規定による届出の際に，給水装置の所有者が所在不明等のため，そ

の届出書に連署することができないときは，新所有者は，当該給水装置の所有権の取得を

証明する書類を提出して，連署に代えることができる。 

第42条から第45条まで 削除 

（給水装置の異状の届出） 

第46条 条例第24条第１項の規定により給水装置の異状の届出をしようとする者は，第16

号様式による届出書を管理者に提出しなければならない。 

２ 条例第24条第２項の規定による費用の算出方法については，管理者が別に定める。 

（給水装置及び水質の検査の請求） 

第47条 条例第26条第１項の規定により給水装置又は水質の検査の請求をしようとする者

は，第17号様式による請求書を管理者に提出しなければならない。 

第６章 料金 
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（公衆浴場等の定義） 

第47条の２ この条から第47条の４までにおいて，次の各号に掲げる用語の意義は，当該

各号に定めるところによる。 

(1) 公衆浴場 公衆浴場法（昭和23年法律第139号）第１条第１項に規定する公衆浴場

をいう。 

(2) 普通浴場 公衆浴場法施行条例（昭和24年北海道条例第３号）第２条第１号に規定

する普通浴場をいう。 

(3) 全体面積 主浴室面積，脱衣室面積，附帯浴室等面積および附帯施設面積を合計し

た面積をいう。 

(4) 主浴室面積 主浴槽および洗い場が設置されている浴室の面積から附帯浴槽面積を

控除した面積をいう。 

(5) 脱衣室面積 公衆浴場の利用者が，専ら入浴のために着衣の脱着を行う居室の面積

をいう。 

(6) 附帯浴室等面積 附帯浴槽面積および屋外に設置された露天風呂（露天風呂に至る

通路および修景施設を含む。）の面積を合計した面積をいう。 

(7) 附帯浴槽面積 屋内に設置された，副浴槽，サウナ，ジャグジー，水風呂，寝湯，

うたせ湯等の主浴槽以外の浴槽の面積を合計した面積をいう。 

(8) 業務用附帯施設面積 ボイラー室，フロント，従業員の休憩室，資材倉庫等の施設

で，公衆浴場の利用者に開放されていないものの面積を合計した面積をいう。 

(9) 附帯施設面積 公衆浴場の用に供される建物の面積（同一の建物に飲食施設等の他

の営業施設がある場合にあつては，当該営業施設を利用するために当該公衆浴場から屋

外に出る必要のあるときは当該営業施設の面積を除くものとし，当該公衆浴場から屋外

に出ることなく当該営業施設を利用することができるときは当該営業施設の面積のう

ち専ら当該営業施設に使用される部分の面積を除くものとする。）から，主浴室面積，

脱衣室面積，附帯浴室等面積および業務用附帯施設面積を控除した面積をいう。 

（対象浴場） 

第47条の３ 条例第28条の表備考第２項の管理規程で定める公衆浴場（次条において「対

象浴場」という。）は，次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する普通浴場とする。 

(1) 全体面積が340平方メートル以下であること。 

(2) 附帯浴室等面積が主浴室面積未満であること。 

(3) 附帯施設面積が，主浴室面積および脱衣室面積を合計した面積未満であること。 
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（対象浴場の特例） 

第47条の４ 次の各号のいずれかに該当する普通浴場であつて，平成22年４月１日（以下

この項において「基準日」という。）から平成22年９月30日までの間において対象浴場

に該当しないものは，前条の規定にかかわらず，対象浴場とみなす。 

(1) 基準日の前日において現に公衆浴場法第２条第１項または第２条の２第１項の規定

に基づき普通浴場の経営の許可を受けている者であつて，基準日において引き続き当該

許可を受けているもの（次号において「既存営業者」という。）に係る普通浴場 

(2) 既存営業者から基準日以後に公衆浴場法第２条の２第１項の規定に基づき普通浴場

の営業者の地位を承継した者に係る普通浴場 

(3) 基準日以後に，前２号に規定する者の普通浴場の譲渡等による浴場業の廃止後引き

続き公衆浴場法第２条第１項の当該普通浴場の経営の許可を受けた者に係る普通浴場 

２ 前条の規定にかかわらず，平成22年10月１日以後において対象浴場に該当しない普通

浴場であつて，前項各号のいずれかに該当するものは，全体面積が340平方メートル（同

年９月30日を経過する時における全体面積が340平方メートルを超えている場合は，同日

を経過する時における全体面積とする。ただし，同年10月１日以後において同年９月30

日を経過する時における全体面積の減少があつたときは，当該減少後の全体面積（340平

方メートル未満のときは，340平方メートル）とする。）を超えない間は，対象浴場とみ

なす。 

（未納金の納入） 

第48条 水道使用者等は，水道の使用をやめ，または給水装置を撤去しようとするときは，

水道料金（以下「料金」という。）その他の未納金を，すみやかに完納しなければならな

い。 

（料金の過不足の清算） 

第49条 納入された料金の算定に誤りがあつたときは，その料金は，翌月以降の分で清算

する。ただし，条例第29条第２項の規定により，水道の使用をやめたとき，または中止

したときは，速やかに清算する。 

（料金の月計算） 

第50条 料金の月計算は，次のとおりとする。 

(1) 隔月に計量するものについては，前々月の計量日から当月の計量日までを２月とし，

当月の計量日の属する月分およびその前月分として算定する。 

(2) 毎月計量するものについては，前月の計量日から当月の計量日までを１月とし，当
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月の計量日の属する月分として算定する。 

（使用水量の認定） 

第51条 条例第31条に規定する使用水量の認定は，次の各号の定めるところによる。 

(1) 水道メーターに異状があつたときは，使用水量の認定を要する月の前３月の使用水

量もしくは前年同期の使用水量または水道メーター取替後の使用水量を考慮して算定

した推定水量を，その期間の使用水量とする。 

(2) 料率の異なる用途に水道を使用するときは，使用区分により算定した推定水量を，

各用途別の使用水量とする。 

(3) 漏水その他の理由により使用水量が不明なときは，第１号の規定に準じ，またはそ

の他の事実を考慮して算定した推定水量を使用水量とする。 

第７章 貯水槽水道 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理および自主検査） 

第52条 条例第43条第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理およびその

管理の状況に関する検査は，次に定めるところによる。 

(1) 法施行規則第55条の規定に掲げる管理基準に準じて管理すること。 

(2) 前号の管理に関し，１年以内ごとに１回，簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者

が給水栓における水の色，濁り，臭い，味に関する検査および残留塩素の有無に関する

水質の検査を行うこと。 

第８章 雑則 

（水道メーターの点検等の時間） 

第53条 水道メーターの点検または給水装置の検査は，日の出から日没までの間において

行う。ただし，やむを得ない事情があるときは，この限りでない。 

（委任） 

第54条 この規程の施行について必要な事項は，管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，昭和38年４月１日から施行する。 

（函館市水道使用条例施行細則の廃止） 

２ 函館市水道使用条例施行細則（昭和４年７月９日函館市告示第129号。以下「旧規程」

という。）は，廃止する。 

（処分及び手続に関する経過措置） 
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３ この規程施行前に旧規程によりなされた許可，承認，認定その他の処分又は請求，届出

その他の手続は，それぞれこの規程の規定によりなされたものとみなす。 

（４町村編入に伴う経過措置） 

４ 戸井町，恵山町，椴法華村および南茅部町の編入の日前に廃止前の戸井町給水条例施行

規則（平成10年戸井町規則第１号），戸井町指定給水装置工事事業者規程（平成10年戸

井町訓令第１号），恵山町簡易水道事業給水条例施行規則（平成10年恵山町規則第３号），

恵山町指定給水装置工事事業者規程（平成10年恵山町訓令第１号），椴法華村簡易水道

事業給水条例施行規則（平成10年椴法華村規則第３号），椴法華村指定給水装置工事事

業者規程（平成10年椴法華村規程第１号），南茅部町水道事業給水条例施行規則（平成

10年南茅部町規則第16号）または南茅部町指定給水装置工事事業者規程（平成10年南茅

部町規程第７号）の規定によりなされた手続その他の行為は，この規程の相当規定により

なされたものとみなす。 

附 則（昭和40年３月26日水道局規程第８号） 

この規程は，昭和40年４月１日から施行する。 

附 則（昭和44年１月20日水道局規程第10号）抄 

（施行期日） 

１ この規程は，昭和44年１月20日から施行する。 

附 則（昭和44年２月21日水道局規程第15号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年12月１日水道局規程第11号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和50年８月30日水道局規程第12号） 

この規程は，昭和50年９月１日から施行する。 

附 則（昭和52年５月31日水道局規程第10号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和53年３月31日水道局規程第２号） 

この規程は，昭和53年４月１日から施行する。 

附 則（昭和54年５月28日水道局規程第８号） 

この規程は，昭和54年６月１日から施行する。 

附 則（昭和54年７月２日水道局規程第10号） 

この規程は，公布の日から施行する。 
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附 則（昭和55年12月23日水道局規程第12号） 

１ この規程は，公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の際現にある代理人選定（変更）届，管理人選定（変更）届，給水装置

所有者変更届，消防用水道使用届および給水装置（水質）検査請求書の用紙は，当分の間，

適宜修正のうえ使用することができる。 

附 則（昭和56年５月15日水道局規程第４号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和56年12月26日水道局規程第12号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和61年３月27日水道局規程第２号） 

この規程は，昭和61年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年10月１日水道局規程第11号） 

１ この規程は，公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の際，現に改正前の函館市水道事業給水条例施行規程の様式の規定に基

づいて作成されている用紙は，この規程の規定にかかわらず，当分の間，使用することが

できる。 

附 則（平成３年４月19日水道局規程第４号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成４年７月１日水道局規程第11号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成５年８月１日水道局規程第８号） 

１ この規程は，公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の際，現に改正前の函館市水道事業給水条例施行規程第16号様式の規

定に基づいて作成されている用紙は，この規程の規定にかかわらず，当分の間，使用する

ことができる。 

附 則（平成６年12月16日水道局規程第29号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成７年３月22日水道局規程第２号） 

この規程は，平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年９月26日水道局規程第15号） 

この規程は，平成９年10月１日から施行する。 
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附 則（平成10年３月31日水道局規程第８号） 

（施行期日） 

１ この規程は，平成10年４月１日から施行する。 

（函館市水道局指定水道工事店に関する規程の廃止） 

２ 函館市水道局指定水道工事店に関する規程（昭和54年函館市水道局規程第９号）は，

廃止する。 

（経過措置） 

３ この規程の施行の際現に前項の規定による廃止前の函館市水道局指定水道工事店に関

する規程（以下「旧規程」という。）に基づき函館市水道局指定水道工事店に指定されて

いる者は，この規程の施行の日から90日を経過したとき（民間活動に係る規制の改善及

び行政事務の合理化のための厚生省関係法律の一部を改正する法律（平成８年法律第107

号）附則第２条第２項の規定による届出をした場合にあっては，当該届出をしたとき）は，

旧規程に基づき交付された函館市水道局指定水道工事店指定書および標示板を管理者に

返納しなければならない。 

４ この規程の施行の際現に旧規程第23条第１項の規定により登録されている責任技術者

に関しては，水道法施行規則の一部を改正する省令（平成９年厚生省令第59号）附則第

２条の規定の適用については，平成11年３月31日までの間は，旧規程は，なおその効力

を有する。 

（補則） 

５ 前２項に定めるもののほか，この規程の施行に関し必要な事項は，管理者が定める。 

附 則（平成15年１月24日水道局規程第１号） 

この規程は，平成15年４月１日から施行する。ただし，第３条の改正規定（同条第２項

を削る改正規定を除く。），第７条の改正規定，第９条の改正規定および第40条の改正規

定は，公布の日から施行する。 

附 則（平成16年11月30日水道局規程第24号） 

この規程は，平成16年12月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日水道局規程第13号） 

この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日企業局規程第42号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日企業局規程第12号） 



13/34 

この規程は，平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日企業局規程第12号） 

この規程は，平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日企業局規程第６号） 

この規程は，平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月30日企業局規程第５号） 

この規程は，令和元年10月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月４日企業局規程第６号） 

（施行期日） 

１ この規程は，令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際現にこの規程による改正前のそれぞれの規程の規定に基づき提出

されている申請書，届出書，請求書その他これらに類するもの（以下「申請書等」という。）

は，この規程による改正後のそれぞれの規程の規定に基づき提出された申請書等とみなす。 

３ この規程の施行の際現にこの規程による改正前のそれぞれの規程の規定に基づいて作

成されている用紙は，当分の間，適宜修正のうえ使用することができる。 
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第１号様式（第14条，第14条の６関係） 

第１号様式の２（第14条関係） 

第１号様式の３（第14条の３関係） 

第１号様式の４（第14条の６関係） 

第１号様式の５（第14条の７関係） 

第２号様式（第15条関係） 

第３号様式（第19条関係） 

第４号様式（第19条関係） 

第５号様式（第36条関係） 

第６号様式 削除 

第７号様式（第38条関係） 

第８号様式（第40条関係） 

第９号様式（第40条関係） 

第10号様式（第40条関係） 

第11号様式 削除 

第12号様式（第40条関係） 

第13号様式（第40条関係） 

第14号様式（第40条，41条関係） 

第15号様式（第40条関係） 

第16号様式（第46条関係） 

第17号様式（第47条関係） 

 


